







その他のタイトル Chapter 1 Nihon to Ajia shokoku no seiji













アメリカ的な資本主義 と違 うだけでなく、それ よりも優れているかもしれないと一部で信 じら
れた日本的ないしアジア的な資本主義経済のあ り方に対する評価を180度 転換 させた。メイン
バ ンク制、下請け系列、長期雇用制な どに支えられた 「日本的経営」は、80年 代までは日本
製造業の恐るべき競争力の源 と考えられたが、90年 代後半になると、企業経営からフレキシ
ビリティと透明性を奪 う非効率な慣行として、外国ばかりか国内のエコノミス トからも指弾 さ
れるようになった。
他方アジア諸国についても、優秀な官僚機構に支えられた政府の政策と、政府 ・企業間の密
接な協力が、その経済的成功を説明する重要な要因 と見 られていたが、危機以降は同じ政府 と
企業との関係が、モラルハザー ドによって危機を引き起こした、ないし悪化させた 「政経癒着」
構造、厂クローニーキャピタリズム」 として、嘲笑 され ることになった。アジアの経済発展に























制 度 と経 済成長
既に新制度論を採る経済学者達が議論してきたように(青 木 ・奥野1996;原 洋之介1996)、
経済発展 は制度的な真空の中で、供給者 と需要者のスポット取引の積み重ねによって進むわけ
ではない。市場は不確実性と情報の非対称性に満ちており、そのままでは取引はスムーズに進











こそ、大きな成功をおさめた(と 信 じられた)制 度は、市場条件が変わっても迅速な自己変革
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が大きい制度が発展 してきたし、他方、協力や約束尊重を美徳化する社会のエ トスが、必ず し
も明確なルールや契約に基づかない集団主義的な民間組織の発展を促した。 これ らの制度の特
徴:は、ア ングロアメリカ ・モデル とは逆に、市場プ レイヤー問の利害を市場取引の前に調整す
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ることで、市場の不確実性を引き下げ、市場プレイヤーによる生産要素の動員を促進 しようと
したところにある。米国では司法による利害の 「事後」調整がおこなわれるのに対 して、 日本
では政府、民間組織、政府 ・民間協議組織 による 厂事前」調整がおこなわれるようになったの
である。




紛争の調整 は市場取引が終わった後司法によっておこなわれ るのに対 し、日本では市場取引が


























第1章 日本 とアジア諸 国の政治経済(恒 川)
る金融抑制)お かげで、貸出機関にレン ト機会が生 じ、貸付先企業の業績を厳密にモニタリン





































































第1章 日本 とアジア諸 国の政治経済(恒 川)
ただし日本の経済官僚機構が専門官僚制であり、任命官僚制よりは政治的圧力に強 く、近代









財政が苦 しくなったために、先端産業 ・成熟産業や一般租税負担者(特 に先端産業 ・成熟産業
の従業員)と 斜陽産業の間の利害の対立が激 しくなったのである。80年 代以降今 日にいたる
日本の政治経済の特徴は、この両者の確執が政治家や官僚を巻き込んで展開した過程として理
解することができる。
しかし、80年 代にはまだ 日本の先端産業や成熟産業が世界的な競争力を誇 っていたので、
実際には危機に陥り始めていた日本モデルが世界的に賞賛 されるとい う、皮肉な成 り行きを見
せた。 しかしその間に日本の製造業は、IT、 バイオテクノロジー、宇宙産業など新たな先端






























Schneider(1997:17-18&21-23)は 、政府 と民間企業の問に人事交流や情報交換を通 して密
接なつなが りがあることや、業界団体 ・企業集団 ・エスニックネ ットワークなどの民間制度に
よる利害調整が、経済発展にプラスに働いたと指摘 している。Doner&Hawes(1995)も 政




度 ・組織の役割に注 目したし、韓国と台湾の経済発展のパターンを比較した服部 ・佐藤(1996:






きず られ ない官僚機構が必要だとい うのである。 これはPeterEvans(1995)が 「社会に埋
め込まれた 自律性(embeddedautonomy)」 と呼んだ関係性である。政府 と企業の関係にお
いて、企業側のイニシアティブを重視す る末廣(2000)ら に対 して、Weiss&Hobson(1995:
169-71)ら は政府官僚の リーダーシップを重視す る、といった違いは見られるが、「社会に埋
め込まれた 自律性」の考え方は多 くのアジア研究者に共有されている。
いずれにせ よ、アジア諸国の経済発展の説明においては、比較的 自律的な政府、政府 と企業
の密接な関係、そして民間部門の制度やネ ットワークを重視 してお り、 日本の政治経済につい
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これは、 日本 とは異な り、戦後多くのアジア諸国が非民主主義的な政治体制の下で開発を進
めた事実に関連 していると思われ る。 日本ほど政府が選挙政治の圧力に晒 されなかったアジァ





















づいて投融資する場合には、「誰が租税負担 をす るか」そして 「誰が政府の投融資を受けるか」
とい う利害調整の問題に帰着するが、民間での資本動員を考える場合には、銀行や投資会社の
ような金融機関と個別企業 との関係を見る必要がある。








利用した り、回避 した りした。それに対 して、政府や公営銀行が国の内外で調達 した資金を産












:Fields1995:56)。 それでも国営銀行からの低利融資は、他のチェボル企業 との競争に乗 り遅
れないために不可欠だったので、チェボルは政府の要求する輸出義務や下請け化義務をこなそ
うと努力 した。政府 とチェボルの問には、大統領 とチェボル ・トップとの定例会やより下の レ
ベルの打合会など、情報交換の場が制度化されていた(Choi1993:34;WorldBank1993:
183)a
ただ国営銀行は預金金利を低 く抑えていたために、韓国では早 くか ら私債市場 と呼ばれる闇
の街金融が発展 した。闇金融を外に出すべ く政府は70年 代に投資金融会社や総合金融会社の
ようなノンバンクを制度化 したために、銀行業への進出を拒まれていたチェボルは、これ らノ
ンバ ンクに進出することで、独自の資金調達ルー トを開拓 し始めていた。総合金融会社の場合
には外国からの資金借 り入れも許されていた(安 倍 ・佐藤 ・永野1999:79)。






ル企業は債務 ・資本比率が著しく高いことで知 られるようになった(安 倍 ・佐藤 ・永野1999:
86)a
90年 代になると金融 自由化がいっそ う進み、銀行やノンバンクは海外か ら自由に借 り入れ
ができるようになった。金融機関間の貸付競争 とチェボルの拡張体質が重なった結果、リスク
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第1章 日本 とアジア諸国の政治経済(恒 川)
管理の甘い資金が大量にチェボル企業に流 されていくことになったのである。
こういった資金の一部は不動産業や証券市場に流れ、バブルを作 り出したが、それでもチェ
ボルの製造業企業が多 くの分野で成功をおさめてきたのは、80年 代以降政府の監督力が衰 え
た後も、輸出向け生産が多かったためだ と考えられる。つまり輸出市場のディシプ リンが企業
に絶えず生産性向上努力をはらうことを迫ったのである。
台湾の特徴は、1949年 に台湾に国民党政権を移駐 した人々と、それ以前から台湾に移 り住
んでいた住民 との間に亀裂があることである。新たにやってきた外省人が政府を握 り、戦後 日









板)は 、独 自に資金を調達せざるを得なかった。小規模な無尽や信用組合(信 用合作社)の ほ










運営することで電子産業などの発展 と新企業の創出に貢献 している。ただ台湾では政府 と公営
企業の問には人事交流を含めた密接な関係があるが、政府 と民間企業の間には韓国ほど恒常的
な協力関係が制度化 されなかった。本省人の企業グループは、政府や国民党の有力者 とのコネ
を作った り、外省人を広報担当マネジャー として雇った りすることで、政府 と一般的に友好的
な関係 を維持 しようとした(:Fields1997:147-48)。
マレーシアも統治民族のマレー系住民と経済的に優勢だった中国系住民の間の亀裂が、政府
の経済介入を促 した国である。 ここでは1969年 の人種暴動をきっかけにマ レー系住民の経済
的地位 を改善するため、政府が大々的に経済に介入するようになった。具体的には職業別の人
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種構成や大学生の人種内訳に数値 目標を定め、マレー人(ブ ミプ トラ)の 比率を引き上げるこ
とが目指 されたのである。 これによって一定以上の規模を持つ企業(輸 出企業は除く)は 、株
主と従業員(特 に管理職以上)の 一定比率以上をマレー人に割 り当てることを要求されること






1981年 には政府の重化学工業化の推進機関としてマ レーシア重工業公社(HICOM)が 設立
された。 この公営組織はマレーシアにおける産業構造高度化のために自動車、セメン ト、鉄鋼、
オー トバイ ・エンジンなどに投資すると同時に、ブ ミプ トラの技術者 ・経営者 ・サプライヤー
を養成することも狙っていた(Rasiah1997:132)。 その後H:ICOM企 業が赤字を抱えたこと
か ら民営化が始まるが、その過程でもブ ミプ トラが優先された。
マレーシア政府が、このように積極的な投融資政策をとれたのは、70年 代には海外か らの借
り入れが容易だったことに加えて、マレーシアが原油収入に恵まれ、それを1975年 以降国営石
油公社(ペ トロナス)を 通じて政府が一元的に支配 していたからである(Teik2000:215)。
しかし、ブミプ トラ化の義務を免れた輸出部門と違い、ブミプ トラ化義務を課せ られた輸入
代替部門へは外資や中国系企業が進出を躊躇 したため、中間財や部品を製造する上流部門(輸
入代替部門)と 下流の輸出部門の問に有機的な結合が生じなかった(Rasiah1997:134)。
産業全体の生産性向上 と高度化を狙 うマハティール政権は、1987年 以降ブ ミプ トラ化義務の
緩和に動いたが、政権の正統性維持のためにブミプ トラ優先政策を解体するわけにはいかず、




労働賃金 の安 さに加えて、マクロ経済的にも政治的にも安定 していること、輸出向け投資は比
較的自由であったことなどが、日本企業をひきつけた要因だった。
原油収入を原資とした政府による積極的な投融資 という点で、また政権の正統性確保のため
に経済的に優勢な中国系住民に対して、エスニシティの違 う多数派住民(プ リブミ)を 優先 し
ようとしたとい う点で、さらに輸出部門は外資系企業や外資 ・中国系の合弁企業が握ったのに
対 して輸入代替部門や資源関連部門をプリブミが押 さえるようになったという点で、インドネ




第1章 日本 とアジア諸国の政治経済(恒 川)
シアよりも大々的にとられ、スハル トー族やそれに近い人々が、短い間に財閥グループを作 り
上げることになった。
他方イ ンドネシアでは、マ レーシアのHICOMの ように、政府が産業構造の高度化を体系的
に進めようとする動きは弱 く、政府の優遇融資が製造業を一定の方針に従って育成するために





避の原因になったと論 じている。実際80年 代には輸出用の工業原材料の輸入独 占を廃止 した
りして輸入 自由化 に動いたスハル トが、90年 代にはハビビの輸入代替プロジェク トを支持 し





しか し原油価格が暴落する80年 代の後半以降にも経済成長が見 られた事実か らして、日本企




フィリッピンでは19世 紀末か ら砂糖 と米の生産を基盤 とする寡頭支配層が発達 した。かれ
らはその後商工業部門や銀行業にも進出し、財閥グループを形成するようになった。元々土地






化 された とい う点でフィリッピンは際だっている(Hutchison1997:79)。2大 政党は財閥
同士が政権 を求めて争 う道具にすぎず、選挙後勝ち馬に乗るために政党所属を鞍替えする行為
が広 く見られた(Kang2002:125)。 フィ リッピンでは戦後輸入代替工業化がいち早 く進み、





























と中国系商人の接触 も早 くからおこったことなどのおかげで、戦後早い時期までにタイ人 と中
国系住民の共存の体制ができあがってお り、マ レーシアでのように民族的亀裂が政府の経済介
入を促す とい う流れにもならなかった。
タイでも1932年 の立憲革命以降タイ ・ナショナ リズムの高揚があり、中国系 ビジネスは冬
の時代を迎えるが(マ レーシアやインドネシアより40年 早かった!)、 軍人をは じめとするタ
イ人エ リー トの間に分裂 と確執があったことから、中国系企業家は有力軍人や官僚に取 り入る























1973年 に最初の民主化運動がおこった後は、農民や中小事業者 の票 と企業か らの献金を基
盤 とした政党が台頭 して、財閥と官僚による統合的な経済運営を次第に難しくしていった。そ
れでも1980年 か ら88年 まで続いたプレム政権の間は、軍部 と政党の相互牽制によって生まれ
た自律性を利用 した政府が、財閥や財界団体 と協力 して、財政ディシプ リンの回復と(関 税引
き下げを除く)輸 出振興政策への転換を実行 した(Doner&Laothamatas1994)。それが 日
本の直接投資の伸びにも支 えられて、80年 代後半以降の製造業品輸出に主導された経済成長
に結びっいたのである。










ことは明 らかであろう。 タイでは財閥が統治エリー トと独 占的 ・永続的な結合を作ることがで
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きず、また80年 代までは統治エ リー トの自律性がかろうじて維持 されていたために、企業は
市場の中で生き残 るための努力を続けざるを得なかった。
韓国や台湾のように、産業資金の動員面で政府が大きな力をもち、同時に冷戦の圧力が政治
指導者に効率的な経済運営を迫った国では、政府 と民間企業 との密接な関係か ら生 じるレン ト
シーキングが過度に達することなく、政府融資や公営企業の運営を通 して、民問部門に生産性
向上を促す ことができた。民族的な配慮から経済合理性を無視 した多数派民族優遇策を採った

















働運動を共産主義に通 じるものとして厳 しく規制することで実現 したと見ることができる。例
えばタイでは1958年 から72年 の間、労働組合の存在は認められていなかった(浅 見2000:264)。
イン ドネシアでは9・30事 件以降スハル ト体制の下で旧共産党労組は徹底的に解体させ られ、
1974年 にFBSI(全 インドネシア労働連盟)と い うゴルカル と軍 ・公安の監視を受ける新 し
い全国団体が組織された(Hadiz2001:113)。 フィリッピンです らフクバラバ ップの反乱が





率(表1参 照)は 、フィリッピンと台湾が20%前 後で一番高く、韓国、マ レーシアが10%強 、
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謹韆 蠡 欝茎 4.3 4.2 35.4 32.4 38.5





10.7 8.9 n.a. n.a. n.a.
4.8 n.a. n.a. n.a. n.a.
爵
鼕




12.4 12.7 53.9 59.0 61.2
17.3 n.a. n.a. n.a. n.a.
韈鑿鑾蠶 耋鼕28.8 24.0 67.8 67.9 73.4
出所:矢 野2000:97;DepartmentofStatistics1987&1998;Birdsall&Jaspersen,eds.1997:76&87;
日本 労働 研 究 機 構2002:表8-2.
注:a雇 用 者 所 得 を要 素 費 用 表 示 の 国 民所 得 で 除 した 数 字 。
タイとイン ドネシアに至っては4%台 にす ぎなかった。
組織率が低いだけでなく、アジア諸国の労働組合は、その活動に政府による種々の規制を受
けた。韓:国では1970年 に外資企業に関す る臨時特例法が出され、外資参加企業については、
労組認可 と争議開始条件が著 しく厳 しくなったほか、中央労働委員会による仲裁が義務づけら
れた(小 林 ・川上1991:283)。 さらにその後の新法によって、公務員のス ト権が奪われた他、
重要産業でもス トが禁止できることとされた。1980年 には個別労組の労使交渉に第三者(そ
の労組が加盟する労働連合も含む)が 介入することが禁止された(Deyo1987:188-89)。
マレーシアでも1955年 の雇用法で 「新規(pioneering)」 企業においては労組結成も含めて
労働者の団体行動に規制が加えられた。1972年 には輸出企業は労働者による組合結成を拒否で
きるようにな り、 実際電子産業では80年 代 になるまで労働組合 は認 められていなかった
(Rasiah2001:92-93)。 さらに1967年 の産業関係法で、企業における人事や人員配置を集団
協約の対象にした り、それを理由にス トを打つことが禁止 された。また産業裁判所に労使紛争
が上程 された場合、直ちにス ト権は停止されるものとされた(Rasiah2001:92)。 マレーシア
では労働者がエスニシティによって分断 されていたことも、政府の労働者管理を容易にする要
因であった とされる。
イン ドネシアでは1974年 に政府が出した 「パンチャシラ産業関係 フレームワーク」によっ
て、家族原理に基づ く労資協調が強調された。州 レベル以上の労働組織役員にはゴルカル ・メ
ンバーや退役軍人が選ばれるのが普通で、労使紛争へは軍や警察が介入することも多かったの
で、ス トを打つことは容易でなかった(Manning1999:45-46)。 タイでは軍政の締め付けが



















する必要がある。 しかし、たとえばタイにおいて1994年 におこなわれた階層調査(服 部 ・船






























る運動は、今の ところうまくいっていない と報告 されている。Deyo(1997:217;1998:197-
99)に よれば、それは東南アジア諸国では労組の自由な活動が規制 されているため、使用者
側に労働者の自発的な協力を調達 しようとするインセンティブが働かず、上からの指揮で物事








会議が設置された(浅 見2001:270,284,291)。 台湾では70年 代半ば以降、議会や政府機関へ
の労組代表の数が増えた(Deyo1987:188)。 マレーシアでは非政府系労働団体であったマレー




























この交易条件の状況は必ず しも市場を反映 したものではなく、政府が様々な手段で操作 した
結果である。例えば韓国と台湾では、早い時期か ら食糧管理制度が導入され、政府は自分が決
めた(市 場価格より低い)価 格で農民か ら米穀を買い取った。両国で肥料の流通は(台 湾の場










である。 これは朴政権に対す る支持が揺 らぎ始めた時期 と一致する。70年 代にはさらにセマ
ウル運動を通 して農村部インフラの整備が行われたほか、農産品の輸入制限や関税引き上げも
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負担する納税者の肩にかけられたが、工業化によって都市部門の所得が急速に向上 していたた
めに、不満が噴出することもなかった。 しか し優遇策が採 られた結果、韓国 ・台湾両国では米







農地面積が減少 した結果、70年 代半ばには農村の貧困問題が政策課題 として認識 されるように
なったという(重 冨真一2000:218)。 共産党勢力の活動が地方で活発化 していたこともあり、
政府は農民の生活向上のために様々な政策 を採 り始めた。それは農村のインフラ整備や教育機
会の拡充から貯蓄組合 ・ライスバンク ・水牛銀行結成の支援まで、種' 雑々多である。1978年
には国家経済社会開発庁(NESDB)の 中に農村開発プロジェク ト部が新設され、1981年 に
は首相を長とする国家農村開発委員会が設けられた。 これらのプロジェク トはそれほど大規模
な財政出費にっながったようには見えないが、基礎教育、生活インフラ、公衆衛生などの面で
大きな改善をもたらした とい う(重 冨2000:243)。 しか し、農工問の交易条件を見てみると、
70年 代には第一次産品価格が上昇したために改善 しているが、80年 代になるとまた下落 して
いる(原2001:62)。1976年 に政府が米価を引き上げようとした時、労働者 と学生のス トラ
イキで撤回を余儀なくされた事件に見 られ るよ うに(Doner&:Laothamatas1994:417)、
米価をめぐっては農村 と都市の間に鋭い対立があり、政府が消費者に犠牲を払わせることで農
民への所得移転を進めることは容易でないようである。
イン ドネシアでは70年 代から80年代にかけて 「緑の革命」が進み、80年 代はじめには米の自給
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出 所:ADB2000;矢 野2000:85&120-25;Francks1999:37;Birdsal1&Jaspersen,eds.1997:82;
服 部 ・船 津 ・鳥 居 編2002:281-82&285-87.
注:a農 林 漁 業b1983年c1998年d1999年
ことができる。









台湾では 日本 と同様農民団体を通 じた様々な優遇策が講 じられてきた。それに次いで政府の役
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見ない成果だったといえよう。
しかし、高度成長を支えた諸制度は、 日本が90年 代に 「失われた10年(あ るいはそれ以上?)」
の停滞に陥るのを防ぐことができなかった。アジア諸国では、ひとたび通貨危機に見舞われる
と、その悪化 を食い止めることができず、危機 を脱した後も既存の制度とアングロアメリカ的














コス ト抑制に枢要な条件 となるので、従業員や下請 け企業 との長期的な結合にしばられた 日本
型のシステムには不利だということになる。
前に述べた青木昌彦の 「シリコンバ レー ・システム」も、Hamiltonの 議論に通 じるところ
がある。青木(1999:16-22)は 日本の企業システムを情報同化型産業組織 と名付け、「フェー
ス ・ツー ・フェースのコミュニケーションにもとつく、分業モジュール間の情報連結」 と定義
した。それに対してシ リコンバ レー ・システムの個々のベ ンチャー企業はそれぞれの情報処理














から輸入するという容易な道(「 技術 ・熟練節約的発展」)を とったために、機械 ・金属加 工の
熟練が蓄積されず、それが部品産業の弱体化と日本への貿易赤字問題につながっているとする。
末廣(2000:73-77)の 場合は、香港のLCD時 計や台湾のPC、 そしてタイのブロイラーチ
キン事業などの成功例に基づいて、アジア諸国の成功が単に安価労働力の提供によっているの


























この点に注 目したKang(2002)は 、韓国 とフィリッピンの比較を通 して、政府 ・企業関係
24








































を無視 した借 り入れ と投資を行って、傷を広げていった。他方マルコスのフィリッピンとスハ








題 もあり、腐敗の説明として不十分である。おそらく政府 も民間も分散化 したとしても、腐敗
が減ることはなく、1件 あたりのレン トは小さくても数が多いので、全体のレントは大きくな








結果 として企業の無責任なモラルハザー ド的行動 を一般化 した とい うのである。Weiss&




ていなかった という。 しか し、例 えばイン ドネシアについて、80年 代から90年 代にかけての
経済発展の過程で、スハル トの一族やクローニーの影響力が増した結果、レントシーキングが





斜陽産業 とい う別の市場プレイヤーが参入 して、主に政府財政による調整を求め始めた。経済
発展によって実力をつけた大企業部門が無節制なレン トシーキングに走 らなかったのは救いで
あるが、70年 代になると政府を通 した事前調整の輪に労働者や一般生活者(高 齢者など)も
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日本 とアジア諸国の成長率が高かった理 由を説明するためには、数多 くの要因をあげなけれ
ばならない。戦後世界に村上(1992)の 言 う費用逓減産業が多数存在 したこと、アメリカが

















































増 し、政治的民主化も手伝って、政府の 「自律性」を掘 り崩すようになった。馴合いによる資










ス トが奨めるのはこの道である。 しかし事前調整にともなうレン ト機会を削減するために、政
府が 「小 さい政府」になって、調整の機能を放棄 したとしても、なお民間の市場プレイヤーは
独占的な地位を利用して市場の中でレン トを追求することができる。適切なリスク管理を軽視
28
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した企業活動が広がれば、国民経済全体が危機にさらされるだろう。市場プレイヤーがリスク
管理を十分に考慮 した適切な行動をとるよう監視できる公的な仕組みは相変わらず必要である。



















青木昌彦 ・奥野正寛 ・岡崎哲二編1999『 市場の役割 ・国家の役割』東洋経済新報社
青木昌彦 ・金濮基 ・奥野正寛編1997『 東アジアの経済発展 と政府の役割』日本経済新聞社
浅見靖仁2000「 労働政策 制度化とインナーサークルの形成」 末廣 ・東編2000:259-305頁
安倍誠 ・佐藤幸人 ・永野護1999『 経済危機と韓国 ・台湾』アジア経済研究所
小林謙一 ・川上忠雄編1991『 韓国の経済開発 と労使関係』法政大学出版局
小宮隆太郎 ・奧野正寛 ・鈴村興太郎1984『 日本の産業政策』東京大学出版会
重冨真一2000「 農…村開発政策一 変:革における制度 と個人」 末廣 ・東編2000:215-258頁
白石隆1996『 新版イン ドネシア』NTT出 版
末廣昭2000『 キャッチアップ型工業化論』 名古屋大学出版会
末廣昭 ・東茂樹編2000『 タイの経済政策 制度 ・組織 ・アクター』アジア経済研究所
鳥居高2000「 マハティールの開発主義と政策実施メカニズム」東茂樹編 『発展途上国の国家と経済』ア
ジア経済研究所
鳥居高2001「 マレーシア 他民族国家における成長 と分配」原洋之介編2001:199-233頁
日本労働研究機構2002『 データブック国際労働比較2002年 』日本労働研究機構
沼崎一郎1996「 台湾における 『老板』的企業発展」服部 ・佐藤編1996:295-318頁
29
原 洋 之 介1996『 開 発 経 済 論 』 岩 波 書 店
原 洋 之 介 編2001『 新 版 ア ジ ア 経 済 論 』NTT出 版
服 部 民 夫2001「 技 術 ・技 能 節 約 的 発 展 の 特 異 性 」 松 本 厚 治 ・服 部 民 夫 編 『韓 国 経 済 の 解 剖 先 進 国 移
行 論 は 正 し か っ た の か 』 文 眞 堂114-37頁
服 部 民 夫 ・佐 藤 幸 人 編1996『 韓 国 ・台 湾 の 発 展 メ カ ニ ズ ム 』 ア ジ ア 経 済 研 究 所
服 部 民 夫 ・船 津:鶴 代 ・鳥 居 高 編2002『 ア ジ ア 中 間 層 の 生 成 と特 質 』 ア ジ ア 経 済 研 究 所'
村 上 泰 亮1992『 反 古 典 の 政 治 経 済 学 ・下 』 中 央 公 論 社
矢 野 恒 太 記 念 会 編2000『 数 字 で 見 る 日本 の100年 ・第4版 』 国 勢 社



































第1章 日本 とアジア諸国の政治経 済(恒 川)
Francks,Pelelope.1999.AgyicultuyeandeconomicdevelopmentinEastAsia:fromgrowthtoprotectionismin
Japan,KoreaandTaiwan.London&NewYork:Rou七1edge.
Hadiz,VediR.2001."NeworganizingvehiclesinIndonesiaoriginsandprospects."InOrganizing
labouringlobalizingAsia,ed.J.Hutchison&A.Brown,pp.108-26.London&NewYorkRoutledge.
Haggard,Stephan.1990.Pathwayfromtheperiphery:thepoliticsofgrowthinthenewlydevelopingcountries.
Ithaca:CornellUniv.Press.
Haggard,Stephan.2000.ThepoliticaleconomyoftheAsianfinancialcrisis.Washington,D.C.Instituteof
InternationalEconomics.
Hamilton,Gary.1999."AsianbusinessnetworksintransitionorwhatAlanGreenspandoesnot
knowabouttheAsianbusinesscrisis."InThepoliticsoftheAsianeconomiccrisis,ed.T.J.Pempel,
pp.45-61.Ithaca:CornellUniv。Press.
Hewison,Kevin.1997."Thailandcapitalistdevelopmentandthestate."InG.Rodanetal.,eds.,
pp.93-120.
Hutchcroft,PaulD.1993."SelectivesquanderthepoliticsofpreferentialcreditallocationinthePh-
ilippines."InS.Haggard,Lee&Maxfield,eds.,pp.164-98.
Hutchison,Jane.1997."PressureonpolicyinthePhilippines."InG.Rodanetal.,eds.,64-92.
Kang,David.2002.Cronycapitalism:corruptionanddevelopmentinSouthKoreaandthePhilippines.
CambridgeUniv.Press.
Lingle,Christopher.2000."TheinstitutionalbasisofAsia'seconomiccrisis."InF.Richter,ed.,pp.53-
70.
Maclntyre,Andrew.1993."ThepoliticsoffinanceinIndonesiacommand,confusion,andcompetit-
ion."InHaggard,Lee&Maxfield,eds.,pp.123-64.
Maclntyre,Andrew.1994."Power,prosperityandpatrimonialism:businessandgovernmentinIndo-
nesia."InBusinessandgovern〃sentinindustrializingAsia,ed.A.Maclntyre,pp.244-67.Ithaca:Cornell
Univ.Press.
Maclntyre,Andrew.1999."Politicalinstitutionsand七heeconomiccrisisinThailandandIndonesia."
InPempe1,ed.,pp.143-62.
Manning,Chris.1999."LabourinstitutionsthecaseofIndonesia."InInstitutionsandeconomic
changeinSoutheastAsia,ed.C.Barlow,pp.42-54.Cheltenhan,U.K.EdwardElgar.
Maxfield,Sylvia&B.R.Schneider.1997.Busine∬andthestateindeveloping'countries.Ithaca:Corellell
Univ.Press.
Rasiah,Rajah.1997."Class,ethnicityandeconomicdevelopmentinMalaysia."InG.Rodanetal.,
eds.,pp.122-41.
Rasiah,Rajah.2001."LabourandworkorganizationinMalaysia'sProton."InHutchison&Brown,
eds.,pp.90-107.
Robison,Richard.1997."PoliticsandmarketsinIndonesia'spost-oilera."InG.Rodanetal.,eds.,
pp.29-63.
Teik,KhooBoo.2000."EconomicnationalismanditsdiscontentsMalaysianpoliticaleconomyafter
July1997."InPoliticsandmarketsinthewakeoftheAsiancrisis,ed.R.Robisonetal.,pp.212-37.London
&NewYorkRoutledge.
Weder,Beatrice.1999.Model,myth,ormiracle?ReassessingtheroleofgovernmentsintheEastAsianexﾟerience.
Tokyo:Uni七edNationsUniversityPress.
31
Weiss,:Linda&J.M.Hobson.1995.Statesandeconomic伽61吻nent:αoo吻arativehistoricalanalysis.
CambridgeCambridgeUniv.Press.
Weiss,Linda&J.M.Hobson.2000."Stateposerandeconomicstrengthrevisited=what'ssospecial
abouttheAsiancrisis?"InPoliticsandmarke;彦sinthewakeoftheAsiancrisis,ed.R.Robisoneta1.,pp.53-
72.
Winters,JeffreyA.1999."ThedeterminantoffinancialcrisisinAsia."InPempel,ed.,pp.79-97.
Woo,Jung-en.1991.Racetotheswift:stateandfinanceinKoreanindustrialization.NewYorkColumbia
Univ.Press.
WorldBank.1993.TheEastAsianmiracle:economicgrowthandpublicpolicy.Washington,D.C.World
Bank.
32
